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道南地方における最近の

労働力流動化について

吉 武 清 彦

は し が き

これは,北 海道 におけ る最近 の労 働力流動 に関す る研究 ノー トであ る。地

域 としては渡島地 方を と り,主 と して新規学卒労 働力 な らびに移動労 働者 の

流 動をめ ぐって考察 した。 渡島地方 を特 にえ らんだ理 由は,最 近筆者が渡島

地 方 の某 町村 の経済調査を依頼 され}こ の地方の経 済に関す る資料が若 干入

手 出来た ことと,更 には 渡 島地方 が 道 内で も最 もi著しい 流動 化 現象が 見 ら

れ,北 海 道 におけ る労働力流 動について の諸 現象が典型 的にあ らわれ てい る

か らであ る。ただ ここでは資料 ・能力及 び時間 の制 約上,'入 手 出来 た資料 の

説 明 と若干 のi著しい特長 の指摘が な されたに とどま り,突 込んだ分析 は将来

に委ね ざるをえなか った。 ・.

高度経済成長 に伴 う労働力 の流動化現象は,昭 和30年 頃か ら全国的規模で

展 開 され,農 漁村人 口の減少,新 規学卒労 働力の都会流 出,出 稼 ぎの一般化

は今 日では全 国到 る所 で見 られ る。渡島地方 もそ の例外では ない。 しか し渡

島地方 におけ る地すべ り的な流動化現象は,全 国か ら見 ると時期的 にお くれ,

最近2,3年 の所 で漸 く始 まった と見 ることが 出来 るであ ろ う。新 規学卒労

働力の道外大量 流出は昭和36年 あた りか ら見 られ,移 動労働者 の数 も昭和35

年 を境 に急速 に増加 してい る。 この研究 ノー トはかか る最近 の動 向を探 り出

し,将 来の方 向について も何 らか の示唆を得 ることを 目的 と して書かれた。

この研究 ノー ト作成 については函館公共 職業安定所 の方 々か ら資料及 び示

唆の面で御援助を頂 いた。 ここに厚 く御礼申 し上げ る。 また最近 の道南地方
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の沿岸漁業 につい ては北海 道総合経済研究所 『北海 道漁業研究』 第2号 の秋

田,工 藤,村 岡諸氏 の 論稿 に負 う所が多 く,ま た 労働力の流動化 について

は,同 研究所 の徳 田欣次,山 本順子両氏 の論稿か ら多 くの示唆を得た。

1.人 口 構 成 の .変 化

始 めに渡 島地 方の人 口構成 を見 る。第1表 は昭和5年,30年,35年 の男子

人 口の総数,な らびに年 齢構成比 を,市 部郡部 に分 け更 に郡 部 も農村 と漁村

第1表 渡島地方人 口構成 の変化(男 子)

年 次 総 数
0～

14才

15～

19才

20～

39才

40～

59才

60才

以上
計

市 昭5年 103,542
%

33.05
%

11.39
%

34.57
%

17.02 3.9倒1・ ♂

部

函 館 市 昭30年

昭35年

118,735

116,122

33.90

31.40

11.16

11.30

30.20

30.80

18.35

18.81

6・39「100

7・691100

郡
渡島地方

昭5年
!

91,376 39.98 10.28 29.28 15.51 4.95 100

昭30年 126,474 39.48 10.35 27.71 16.16 6.29 100

部
合 計

昭35年 118,802 39.01 8.91 27.52 17.00 7.56 100

昭5年 3,884 42.53 10.41 25.75 15.40 6.28 100

郡 大 野 町 昭30年 5,498 37.70 12.59 25.56 16.35 7.82 100

部

農
昭35年 5,047 35.94 11・C・i幻 ・・7 16.90 9.08 100

村 昭5年 3,926 43.96 10.43 25.04 15.37 5.19 100

例 亀 田 町 昭30年 7,220 40.57 10.86 37.29 15.50 5.77 100

昭35年 9,103 38.20 9.11 30.73 15.63 6.31 100

昭5年 6,866 41.45 9.96 29.61 14.05 4.91 100

郡 森 町 昭30年 10,846 42.81 9.81 24.62 16.62 6.15 100

昭35年 9,526 41.99 8.77 23.77 17.74 7.72 100

部
昭5年 1,757 33.35 6.83 43.20 13.43 3.19 100

漁 鹿 部 村 昭30年 2,639 39.26 10.76 28.12 16.22 5.65 100

昭35年 2,506 39.39 8.74 29.65 15.56 6.70 100
村

昭5年 3,881 42.62 10.77 27.39 14.53 4.69 100

例 銭亀沢村 昭30年 5,370 38.81 11.49 27.37 15.98 6.35 100

昭35年 4,803 37.62 9.79 27.80 17.36 7.43 loo

(資 料)昭 和5年,30年 及 び35年 の国勢 調査 よ り。
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くめ

とに 分 け て若 干例 を と りあ げ て 示 した 。男 子 人 口だけ を と りあ げ た のは ・男

子 人 口 の方 が 女 子 人 口 よ りも人 口構成 上 の 特 徴 を 一層 明確 に と らえ る こ とが

出 来 るだ ろ うと考 えた か らで あ る。

同 表 で先 ず 気 付 くこ と,函 館 市 につ い て も渡 島地 方 に して も,昭 和5年,

昭 和30年 更 に35年 と年 を経 るに従 って 人 口構成 が 老 齢 化 の方 向 に進 み つ つ あ

る こ とで あ る。 これ は単 に渡 島 地 方 だ け で な く全道 的 な 更 に は全 国的 な 現象

で あ ろ う。 また市 部郡 部 を 問 は ず 青 壮年 層(15才 ～39)才 の比 率 が減 少 して

～・る こ と も共 通 的 に見 られ る。 しか しなが ら渡 島 地 方 を 農 村 地帯 と漁村 地帯

とに 分け て見 る と,農 村 地 帯 で は青 壮 年 層(15才 ～39才)の 人 口比 率 が 反 っ

て 増 加 して い るの に 対 し,漁 村 地 帯 では この青 壮年 層 の比 率 が 減 少 して い る

こ とが 注 目され る。例 えば 大 野 町 で は15才 か ら39才 迄 の 層 の比 率 は 昭 和5年

で36。16%で あ った が,昭 和30年 では38.15%,昭 和35年 で は38.09%と 戦 後

の 比 重 は 大 きい し,亀 田町 で も同 様 で あ る。 しか るに 鹿 部 村 の如 き漁村 で は

紹 和5年 で は50。03%で あ った のが,昭 和30年 に は38・88%,昭 和35年 に は

38・39%と 著 し く減 少 して お り,森 町 で も 昭 和5年 に は39・57%で あ った の

が,昭 和30年 には34・43%,35年 に は32・54%と 減 少 して い る。 か くの如 くに

渡 島地 方 とい って も,農 村 地 方で は青壮 年 層 の 占め る比 重 が増 加 して い る の

lltこ対 し,漁 村 地 帯 は そ の 比 重 が激 少 して い る。 更 に40～59才 の男 子 人 口の比

(1)第1表 であげた五町村の産業別就業者百分比は次の如 くである。

渡島支庁五村の産業別就業老百分比(昭35.10.1)

総 数 農 業 漁 業 鉱 業 建設業 製造業 商業及び
サ ー ビス

渡島支庁 100

,

27.9 31.8 1.8 6.1 6.9 25.4

大 野 町 100 76.9 0 0.5 2.5 2.3 17.8

亀 田 町 100 39.6 0.2 0.3 9.3 12.8 , 37.7

森 町 100 33.1
1

13.1 0.6 4.6 10.5 37.9

鹿 部 町 1・・12・8i63・ ・ 1.8 4.5 3.9 22.8

鵬 沢 村11・ ・18.215・ ・71・.315.2 5.5 12.1

注 資料は国勢調査
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率 を見 ると,農 村地帯では戦後 も戦前 に比 して著 しい増加 は見 られず,大 野

町 は多 少の増加(+1・50%)が あ るが,亀 田町はほ とん ど同 じであ る。 これ

に対 し漁村地帯は どれ も可成 りの増加を示 してお り,森 町では昭和5年 と35

年 の間に3・69%,鹿 部村では2・13%,銭 亀沢村では2・83%と 増加 してい る。

以上か ら渡 島地方郡 部の年 齢別人 口構成 も農村 と漁村 とでは可成 り異 って

いて,農 村 では15才 ～39才 の青壮年層 の比率 が増加 してい るが,40才 ～59才

男子 人 口の比率 は増加 が見 られ ないのに対 し,漁 村 では この層が減少 してい

る上 に,40才 ～59才 人 口の方が増加 してお り,漁 村 人 口の老齢化傾 向,若 年

労 働力 の流 出傾 向が ここには っきと見 られ る訳 であ る。かか る道 南地帯漁村
ぽノ

人 口の急激 な老 齢化現象 はす でに しば しば指摘 され てい ることで あ るが,最

近数年間 はそ の傾向が一 層促進 されつ つあ ると見 て差 支えない であろ う。先

ず この傾 向を促す原因 となっている新規労率 労働力 の流 出が最近 ど うな って

い るか を調べ て見 る。

2.新 規学卒労働力の流出状況

新規学卒労働力 の流動状 況を と らえるための資料 と しては二つの ものがあ

る。一つは 学 校基本 調査であ り,他 は 道庁職業 安定課か ら発行 されてい る

「労 働市場年報」であ る。 ここでは資料 として この二 つを使用 した。た だ し1

両方共流動化 の状 況す なわ ち卒業後の就 職先 が地域 的に どう分布 してい るか

に就いては,学 校基本調査は昭和36年 か ら,労 働市場年報 も昭和35年 か らで

あって,そ れ 以前 の ことは遺憾 なが ら判然 としない。 この二 つの資料 の統 計

数字には可成 り相違があ る。そ の理由の一 つは,学 校基本調 査の方は毎年6

月現在を以て調査 してい るため,一 応就職 が確定 した後 に計測 され てい るの

に対 し,労 働市場年 報の方は毎年5月 現在 で計測 され るため に,時 期的 に若

干早 く従 って年報 の数字は早 目の数字 であ ることであ り,第2の 理 由 として

(2)例 えば村 岡重夫 「道 南地帯 の漁家就 業 構造」 「北 海道 漁業研究」第2号,

(1964年3月)PP・133～134.
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は 公共 職業安定 所 の管轄す る区域が檜 山地 方の一部(今 金町,瀬 棚 町,北 檜 山

町)を 含んでい るた めに,対 象地域に喰い違いがあ る ことであ る。従 って公共

職 業安 定所 の方の統計数字が大 き く現わ れ る。第3に は 「就職 」の定義が両

者 の間で相違 があ ることで,学 校基本調査の方は,「 自家 自営業についた者」

及 び 「就職兼進学者」を も含んでい るのに対 し,労 働市場年報 の方は公共職

業安定 所を経 由 した雇用労働者 のみを対象 とし,し か も縁故募集に依 る雇用

は含 まれないた めにそ の数字が極めて限定 された ものを表 わす。従 って学校

基本調査の方の 「就職」はほ ぼ進学者を除いたすべ ての中学高校卒業生を含

む と考 え られ るのに対 し,公 共職業安定所 の方の 「就職 」は,極 め て限定 さ

れた 同所を経由 して雇用労働者に なった者だけを対象 と してい る。従 って例

えば 学 校基本 調 査では昭和38年 渡 島地 方の 中学卒業生の うち 就職 した老は

3,200名(就 職兼進学 も含む)で,そ の うち 自家 営業 の738名 が含 まれ てい る

が,公 共職業安定 所の資料 では同就職者 の数は1,881名 とな ってい る。

さて 学校基本 調査の資料 に よって作成 した 第2表 な らびに 第3表 を 見 る

と,渡 島地方におけ る新規学卒労 働力 の流動が道内の他地方に くらべ て如何

に著 しいかが 明 らか とな る。第2表 に よると渡島地方の昭和36年 度中学卒業

生 の うち就 職 した者の総数 は2,051名 であ るが,地 元就 職(こ こで地元 とは

自市町村をい う)し た者 は僅か603名 で あって,29・4%で あ り,道 内で最 も

そ の率が低い。他の地方 は大凡50%か ら60%程 度であ るが,30%を 割 ってい

るのは渡島地 方のみであ り,次 いで檜山地 方が34・4%と なってい る。更 に ま

た道外流出状 況を見 ると,渡 島は昭和36年 度には547名 と,約Y4は 道外 に出

てお り,数 では最高 である。檜山地方 もまた多 く283名 に及 んでい る。率 で

は檜山地方が30.1%と 最 も高 く,渡 島地 方は28・0%と それに次 いでい る。

以上は中学就職者 の流動状況 であ るが,高 校卒 の就職者 も同様であ る。渡

島地方での高校卒業生数 の うち就 職 した者は882名 であった が,地 元就職者

は304名 で34.5%で あ って,や は りそ の率は道 内各地方 の中では最低であ る。

道 外流 出の数 もまた道 内各地方の中で最 も大 き く,219名 で,24・8%と なっ
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第2表 学卒就職者 の就職地分布(中 学卒)昭 和36年6月

就職者 地 元 流 出 .B C

誌 総 数

A

就 職

B 暮麟 鰹 陣 へ流出計
流 入

一
A

一
A

石 狩 777 458 277 28 14 319 140 58.9 1.8

空 地 1,915 1,110 465 191 149 805 338 58.0 7.8

上 川 2,354 1,509 627 156 62 845 232 64.1 2.6

後 志 1,429 614 538 182 95 815 180 43.0 6.6

檜 山 941 324 219 115 283 617 79 34・D4 30.1

渡 島 2,051 603 610 264 574 1,448 150 29.4 28.O

胆 振 997 576 248 122 51 421 212 57.8 5.1

日 高 994 554 199 130 111 440 125 55.7 11.2

十 勝
'

2,016 1,321 452 162 81 695 190 65.5 4.0

札 幌 1,623 L598 5 4 16 25 2,227 98.5 1.0

旭 川 827 788 10 7 22 39 857 95.3 2.7

小 樽 764 753 5 2 4 11 364 98.6 0.5

函 館 1,083 975 6 2 100 108 533 90.0 9.2

注 北海道立労働科学研究所 「新規学卒就職者の地域移動 と交流」(附 表)附 表1.

なお地元 とは 自市町村 をい う。 これは学校基本調査の資料である。

第3表 学 卒 就 職 者 の就 職 地 分 布(高 校全課程計)昭 和36年6月

卒業者中 地 元 流 出 B C

諜就 職 者

A

就職者

B 轟製 鰹 陞 へ伽 数
流 入 A

『
A

石 狩 151 118 25 1 7 33 157 78.1 4.6

空 ・知 1,415 631 503 205 76 784 335 44.6 5.4

上 川 759 374 243 81 54 378 314 49.3 7.1

後 志 930 340 358 135 74 567 137 36.6 8.0

檜 山 396 181 108 23 84 215 27 45.7 21.2

渡 島 882 304 242 98 219 559 116 34.5 24.8

胆 振 464 250 125 53 36 214 273 53.9 7.8

日 高 712 362 158 148 44 350 159 50.8 6.2

十 勝 1,154 555 370 143 75 588 254 48.1 6.5

札 幌 4,893 4,612 63 63 155 281 2,691 94.1 3.2

旭 川 2,125 1,636 181 145 163 489 507 77.0 7.7

小 樽 1,810 1,385 216 34 175 425 224 76.4 9.7

函 館 2,308 1,814 117 58 319 494 355 78.6 13.8

注 出所は前表 と同 じ。

嗣
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てい る。檜 山地方 も同様 であって21,2%と な り,檜 山,渡 島地 方を合計す る

と46%と な り,道 内高校卒業 生で道 外就職 した者 の総数 の半分を 占め る こと

にな る。
での

これ らの 流 出労 働力の 地域 的 分布を 更に 詳細 に 見 てみ ると,中 学校の場

合,道 内他市流 出は第2表 の如 く610名 で あるが,そ の うち391名 が函館市,

そ の次は133名 の札幌市 で,室 蘭市は41名 であ って他の道内都市 は どれ も数

名以下 であ る。従 って610名 の うち函館市 の比重が圧倒 的であ り,他 は札幌

と室蘭 が主な ものであ る。函館市 内の雇用が大 きい ことは地理 的に近 い こと

が第一 の理由であ ろ う。道 内他支庁への就職264名 の うち,渡 島地方 は128名

と約半数を 占め,残 りは胆振,空 知,石 狩の各地方に20名 乃至10名 程度流出

してい る。 また道外就職574名 は,東 京が310名 と圧倒 的に多 く,次 には愛知

県 の78名,神 奈川,埼 玉 両県がそ れぞれ41名,35名,大 阪府が26名 と続いて

お り,従 って関東地 方が道 外流 出総数 の約70%を しめ てい る。

高校卒 の場 合は,道 内他市流 出は242名 であ るが,函 館市は106名 と,や は

り集中 してお り,他 は札幌 の61名,室 蘭 の26名,小 樽の18名 が主 な ものであ

り,中 学卒 の場合 よ り若 干分散の程度が大 きい。 また道外各支庁へ の流 出総

数 は98名 であ るが,こ れ も渡 島59名 で圧 倒 的であ り,他 に胆振 地方に16名 が

目立つ程度で他地方は数 名程度であ る。高校卒 の道外流 出数219名 の うち,

東京 が149名 と極め て多 く,他 には愛知県13名,青 森 県10名,大 阪府 の7名,

神奈 川県11名 程度で,残 りは数名位の所 に留 まってい る。

以上に よって,中 学卒,高 校 卒のいずれ も同 じよ うな流 出の分布 を示 し,道

内では函館,札 幌,道 外では関東地方に集中 してい る ことが云 い うる。ただ若

干高校 卒 の場合にその分散 の程度が中学 の場合 よ り広 い ことが指 摘で きる。

以上は昭和36年 度の学校 基本調査に よる中学卒及 び高校卒労 働力 の流動状

況 であ る。 次に最近 の流動状況 を歴史的 に把握す るな らば,よ り明確な理解

(3)北 海道立労働科学研究所 「新規学卒就職者の地域移動と交流」

附表参照。

(昭和36年)
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を うることが で きるであろ う。 しか しなが ら上述 の昭和36年 度学校基本 調査

が示 した よ うな 流 出の 詳細な 統 計資料 は,そ れ 以前 の時期に 就い ては 作成

され ていない。 従 って 上述 の如 く道内市部,道 内郡部,道 外へ と流 出が ど

の よ うに変化 していったか を歴 史的に と らえ る ことが出来 ない。 ただ僅か に

道外流 出数 につい ては学校基本調査は昭和36年 度か ら,労 働市場年報 は昭和

35年 度か らの統計が入手 出来 るにす ぎない。恐 ら く昭和35年 以前 には新規学

卒労働力 につい て も求人難は問題 にな らずか か る流動に関す る資料は必要が

なか ったか らであろ うと思われ る。 ここでは労 働市場年報 の道 外流 出に関す

る資料 を掲げ る と第4表 の如 くであ る。す でに述べ た よ うに第4表 の 「就職

者」数 は,専 ら職業安定所を経由 して雇用労 働者 にな った者 だけが対象 とな

ってい るた めに,第2,3表 とはそ の定義が異 る。従 って単純 な比較は 出来

ないけれ ども,中 学,高 校卒業者 の道 外流 出の歴史 的傾 向は把握す る ことが

出来 る。 この表に よって,中 学卒業生 の流 出傾 向は昭和36年 か ら,高 校卒業
ぐの

生 の流 出傾向は昭和37年 辺か ら著 るし くなった ことが 明 らか となる。特に中

(4)な お学校基本調査に よる道外流出数の統計は次の如 くであ る。僅か昭和36年

か ら38年迄 しかえ られなか ったため,不 充分であるが,大 体の方向は第4表 と一一

致す るといえ る。

渡島地方新規学卒者の道外就職者数
'＼ 中・高卒区分

中 学 卒 業 生 高校卒業生(全 定共)＼
年 次＼ 区誘 ＼ 卒業者数齢 者磯 職講 卒業磁 鶴 者婿 職魂

一 一

函 館 市 4,186 1,083 100 3,894 2,326 319

昭和36年 渡 島 支 庁 4,350 2,056 574 1,249 882 219

合 計 8,536 3,139 674 5,143 3,108 538

函 館 市 5,254 1,234 112 4,232 2,469 435

昭和37年 渡 島 支 庁 5,357 2,387 664 1β42 957 346

合 計 10,611 3,621 776 5,574 3,426 781

函 館 市 6,535 1,634 113 4,101 2,469 433

昭和38年 渡 島 支 庁 6,886 3ρ200 716 1,391 1,091 296

合 計 13,421 4,834 829 5,492 3,560 729
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第4表 渡島地方の新規学卒労働力の道外就職

＼ 麟鶴 その うち道外
就職者=B

B/A 高 校 卒 業就職者数
=A

そのうち道外
就職者数=B

B/A

% %

昭和35年 2,730 288 18.3 2,677 39 1.46

昭和36年 2,032 625 30.7 2,843 78 2.74

昭和37年 2,275 618 27.2 2,754
'600

21.8

昭和38年 1,881 565 30.0 2,668 415 15.5

昭和39年 2,506 989 39.5 2,664 285 10.7

注 出所は 「労働市場年報」及び函館公共職業安定所 「昭和40年3月 新規学校卒

業者職業紹介業務打合せ会議資料」(謄 写刷)。

学 卒業生 の場合には昭和39年,高 校卒業 生 の場合傾 は昭和37年 が著 しい流 出

を 示 してい る。道 外流 出の傾 向の内で注 目され るのは,中 学卒の場 合には女

子が多 く,高 校卒 の場合は男子が多 い ことであ る。例 えば第4表 で昭和38年

の中学卒就職老で道外就 職 した者は565名 であ るが,男 子 は229名 であ るのに

対 し女子 は336名,昭 和39年 では989名 の うち男子が391名 で あるのに対 し,

女 子 は598名 であ って,女 子 の比率は極 めて高 い。 これは産業 別に見て繊 維 ・

食料 品,小 売部 門での女子労 働力需要が多い ことに基ず くのであ る。 これ に

対 し高校卒業生 の道外就職 は女子 よ りも男子 の方が多 く,例 えば昭和38年 の

就 職415名 の うち男子は355名 で女子 は60名,昭 和39年 では285名 の うち男子

が211名 で女子は74名 であ り,男 子 の比重は極 めて大 きい。一般 に男子 の道

外 流 出量は可成 り変 動的であ るのに対 し,女 子 の方は安 定的であ るよ うであ

る。 これは高 校卒業 生の場合,流 出先の産業 が男子 では製 造業 ・建設業が主

で 景気に左右 され易い産業 であ るのに対 し,女 子では小売 ・卸売 ・サ ー ビス

くの

等 の産業であ る ことに よるものであろ う。

昭和39年 度の中学卒業生 の就職分布を,更 に出身地 別一 市部,郡 部一 に分

け て調べた ものが,第5表 であ る。函館公共 職業安定所管 内の中学卒業生 の

(5)以 上 の数字は函館公共職業安定所 「昭和40年3月 新規学校卒業者職業紹介業

務打合せ合議」資料(謄 写刷)1～8.に よる。
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第5表 函館管 内学 卒就職者 の就職 地域分布

(昭和39年,中 学校)

ポ 目障 囎 釧 道内就剛 道外就剛 管内就職
市 部 8175 111701

郡 部 11.689}48 8781763

合 訓2,5・6i53[98911,464

注 函館公共職業安定所 「昭和40年3月 新規学校卒業者職業紹介

業務打合せ合議」資料。昭和39年8月 。

就職者数は,同 表の示す如 くに市郡 部合計 して2,506名 であ る。 しか もここ

で注 目され る ことは,郡 部卒業生 におけ る道 外就職 が著 しく多 くに及 んでお

る ことで あ る。郡 部就職総数1,689名 の半数 以上た る878名 が道外 に就職 して

い る。 従 って 中学卒労 働力 の なかで道 外 就職 してい るのは,圧 倒的 に郡 部

であ って,函 館市 出身 の占め る 比重 は 極 めて少 ない。 今 や 道 南の 貧窮 な農

漁村の 若年労働力 は急速に 道 外の 製造工業に 吸収 され つつ あ る といえるで

あ ろ う。

この よ う,な大量道 外流 出の契機 としては,何 よ りも道外企業 の高賃金,更 に

蠣 利虚 施一:Q完備があげられる梯6表 は学鞠 任給欄 べたものであ
払

第6表 渡島地方学卒初任給調べ

,

＼ 瀞
年 次 ＼

管 内 道 内 道 外

男 副 女 子 男 子1女 子 男 副 女 子

中

学

昭和37年 平均

昭和38年 平均

昭和39年 平均

6,800

8,boO

8,500

6,300

7,700

8,200

7,500

8,200

9,500

7,000

8,700

9,000

9,500

11,1∞

11,500

8,500

9,920

10,500

高

校

昭和37年 平均

昭和38年 平均

昭和39年 平均

9,000

12,200

12,500

8,200

11,200

11,500

9,800

11,600

12,500

9,000

11,300

12,000

12,000

12,800

13,500

11,000

12,000

12,500

注 函館公共職業安定所 「昭和40年3月 新規学校卒業者職業紹介業務打合せ合議」

(資料)よ り。

{
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るが,中 学卒 高 校卒 の双方 とも管 内,道 内,道 外 と賃金水準 が 高 まってい

る。 この地域 的較差 は若干縮少の傾 向を示 してい るか の如 き感があ るが,現

在 では まだ較差は大 きい。

更に新規学卒労 働力の就職 が産業別 ・男女 別に どの よ うな変化を示 してい

るか を知 るとも,労 働力の流動 の点で重要であ る。 ここでは中学卒業生の統

計を作成 したが,そ れが第7表 であ る。高校卒業生の場合 には昭和31年 度の

学校 基本調査 にかか る統計がなか った ので作成 しなか った。

第7表 渡島地方 中学卒業生 の産業別就職者教

年次 総 数 農林業 漁 業
鉱 業
建設業

製造業 卸小売
金融業

運 輸
電 気

サ ー

ビス業
公 務
その他

男

子

昭31年

昭36年

昭38年

1,436

1,073

1,735

306

140

192

613

203

376

29

53

186

275

444

586

100

104

100

15

20

33

42

70

133

56

38

129

女

子

昭31年

昭36年

昭38年

976

983

1,465

365

172

240

93

63

78

'
9

1

6

100

279

504

93

132

186

3

5

15

243

279

359

70

52

87

注 学校基本調査昭和31年,昭 和36年,昭 和38年度 より。

第7表 で気付 くことは,第 一次産業部 門での減少 と第 二次及び第三 次産業

の増加 とい う日本 全 国に 見 られ るな 傾 向が ここに も観取 され る ことであ る

が,特 に特徴的 な ことは女子 の製造業 部門での雇用が急激に増加 し,昭 和31

年 には100名 であ った ものが昭和38年 に は504名 とな った ことであ る。前述 し

た如 く女子 の製 造業部門雇用 は多 くが繊維 ・食料関係で あ り,こ れ らの女子

中学生の雇用 は石 川県,愛 知県,関 東地 方に集 中 してい る。更に男女共通 し

て見 られ る現象であ るが,サ ー ビス業での雇用が急増 してい る ことも注 目す

べ きであ ろ う。それか ら第一次産業部門の就業数が昭和36年 に比 して昭和§8

年 には可成 りの増加 をみせ ている ことも見逃す ことが 出来 ない。 この よ うな

農村業 と漁業 とを問 はず第一次産業就職が最近 増加 してい る ことは一体何を

物語 る ものであ るか。 これが一時的 な ものであ るか恒久的 な もので あ るか,

「
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ここでにわか に断定 は出来ないが,第 一次産業 のそれぞれの経 済主体が後 つ

ぎをめ ぐって 自己保存的な努力 を払 った結果 この よ うな傾 向が現われて来た

のではないか と思われ る。

3.移 動 労 働 力 の 流 動 状 況

新規学卒労 働力の大量 管外流 出 と共 に,道 南地 方の労 働力流動 を特徴づ け

る も う一つの動 きは,移 動労 働力に関す るものであ る。渡 島地方 の移動労 働

力 の流 動に関 して最 も特長的な ことは建設業部 門で の雇用が激増 してお り,

他 の産業部 門は停 滞ない し減 少の傾 向にあ るとい うことであ る。第8表 が示

第8表 函館管 内移動労 働者 の供給状 況
}

選 建設業 林 業 漁 業 農 業 嘉護 務盃肇その他 計

昭 和32年

〃33年

〃34年

〃35年

〃36年

〃37年

〃38年

3,154

5,048

8,529

16,708

18,353

18,153

18,039

2,088

3,574

3,105

3,111

2,088

964

1,467

57

1,518

366

314

165

155

3

1,479

1,612

1,731

1,772

1,302

727

1,302

10,485

13,950

・15 ,089

24,808

26,512

22,311

23,892

3,707
L

.2浬
1,358

、
v

2,903
-

4,044
-

2,147
-

2,645

'

'

560

165

436

注 函館公共職業安定所 「業務統計年報」昭和32年 より昭和38年 迄 の統計表に依 る。

す よ うに建 設 業 で は昭 和32年 に は3,154人 の移 動労 働 者 が供 給 された が,昭

和38年 に は18,039人 と約5倍 位 に増 加 し,増 加 数 は14,885人 とな って い る。

これ に対 し他 の産業 で は 昭和32年 に は総 計7,331人 の移動 労 働 者 が供 給 され

たが,昭 和38年 に は5,853人 と約1,500程 度 減 少 してい る。 しか も これ ら建 設

募 部 門 で の雇 用 に お い て 管 外 の 占め る比 重 が 大 き くな りつ つ あ る事 は第9表

の示 す 通 りで あ って,昭 和38年 に は,7,538人 が 道 内各 地(特 に札 幌,旭 川

等道 央 地 帯)で 雇 用 され て い る。

この よ うな建 設業 に お け る移動 労 働者 の急 増 は一 体 何 が 原 因 で あ ろ うか 。
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第9表 函館職安管内の建設業移動労働者の就職状況

年 次
函館職安管の建
設業労働者総数

そのうち函館職
安管内就職者数

函館職安管外
就 職 者 数

昭和32年 3,154 2,227 927

昭和33年 5,048 3,258 1,790

昭和34年 8,529 6,033 2,496

昭和35年 16,708 11,365 5,343

昭和36年 18,353 12,701 5,652

昭和37年 18,153 13,642
■

4,511

昭和38年 18,039 10,501 7,538

注 函館公共職業安定所 「業務統計年報」より。

これは単 に渡島地 方のみに見 られ る現象ではな く北海 道全般 に見 られ ること

で あ る。第10表 が示す よ うに,全 道的に見 て建設業雇用 の増加 は著 しい しま

た他 の産業部 門は大体停 滞気味 であ る。 しか しなが ら最近 におけ る特徴 とし

て,道 外か らの 移動労 働者 の減 少 とい うことに 注 目す る必要が あ るであ ろ

う。す なわ ち第ll表 の示す通 り,昭 和31年 には本道出身者 の移動労 働者全体

に 占め る比重 は総数 は42.2%で あ ったが,昭 和38年 に は75.5%と 激増 し,建

設 業 において は と くに37・5%か ら70.7%に 増加 してお り,道 外か らの出稼労

第10表 本道 の産業別移動労 働者数

ヒ

,

「

へ

}

毒

訳 昭31年 昭32年 昭33年 昭34年 昭35年 昭36年 昭37年 昭38年

農 業

林 業狩 猟 業

漁 業

建 設 業

食料品製造業

運 輸 通 信 業

その他の産業

116
,592

18,618

23,677

36,008

11,134

-

65

16,861

23,392

1

1;:1二li
12,711

257

315

6,906

63,721

12,900

172

1・3141

ll瓢}:ll:
i

2,120

95,108

17,897

476

1,067

19,785

41,359

2,447

135,119

17,046

628

1,600

19,274

41,034

1,510

171,592

22,419

703

2,107

10,596

42,886

1,688

206,282

22,068

}伽

18,644

39,694

1,721

229,270

21,266

5,021

合 計 106,094 116,671 144,281 179,354 217,985 258,639 286,776 315,616

注 資料 道労働部職業安定課 労働市場年報
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第11表 移動労働者に占める本道出身者の比重

謎 型昭31年 昭34年 昭35年 昭36年 昭37年 昭38年

% % % % % %

総 数 42.2 70.8 71.8 76.4 75.2 75.5

建 設 業 37.5 67.4 67.8 75.2 71.8 70.7

農 業 58.1 521 52.0 58.9 47.6 80.6

漁 業 35.8 47.3 72.3 72.3 68.5 55.8

食 料 品 加工 73.7 80.2 83.0 77.9 82.7 88.6

運 輸(荷 役)

そ の 倒

7

38.5

92.1

82.1

89.4

89.4

85.9

76.3 }一
88.04

北海道労働部 「昭和36年北海道労働経済の分析」p・38.

働者が減少 したため,急 速 に増大 した道 内建 設業雇用に応ず るために渡島地

方 の建設業 出稼労 働者が急増 したのであろ う。す なわ ち道 内建 設業 ブームの

進行に伴 う労 働力需要増 と,道 外移動労 働者 の供給減 とが,渡 島地方に急激

な建設業移動労 働者 の増加 を もた らしたので あろ う。

なお渡島地方で食料品加工業 の移動労 働者数 が,か つて は建 設業におけ る

移動労 働者 の数を上廻 っていたのに対 し,昭 和38年 で は2,645名 と全 体の11

%程 度 になった ことも一つの特徴 といえ るであろ う。大体 これ ら食料 品加工

業 は25才 以下 の女子が主であ るが,こ れ ら労 働力 は過去数年 間 の道外及 び管

外流 出ですでに可成 り給源が窮迫 しつつあ ることが この部分 の移動労 働者数

停滞 の原 因であ るよ うに見受け られ る。本道全体 での食料品製造業 におけ る

移 動労 働者 が昭和31年 か ら見て倍 以上に増加 してい るの と比較 し注 目されね

ば な らぬ ことであろ う。総 じて全道の移動労 働者は漁業 だけ を除 き,ど の産

業部 門 も着実 に増加 してい るのに,函 館管 内の移動労 働者教 は建設業を除い

て他 の どの産業部門 も減少の傾 向にあ るが,こ れ は渡 島地方移動労働者の流

動 におけ る一つの特長 といえ るで あろ う。 これはやは り上述 の例 の よ うに需

要側 よ りは供 給側 に変 化が生 じた ことに基 くと考 え る。

なお函館管 内の一般失業 保険 の状 況を見てみ ると,第12表 の如 くに支給額

/
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第12表 渡島支庁管内一般失業保険の状況

受 給 者 延 人 員 1人1週 平

年 90呈分
給118難21黙127黙1計

支給総額
均給付額

昭31年 33,096 17,995 3,231 一 54,322 277,523,007 1,474

昭32年 26,814 13,592 3,816 32 44,254 276,856,620 1,805

昭33年 39,313 18,061 3,717 L391 62,482 396,921,177 1,770

昭34年 50,925 13,901 3,710 2,257 70,693 505,991,110 1,858

昭35年 63,940 13,580 3,520 2,127 83,167 639,096,875 2,173

昭36年 78,809 10,866 3,148 1,950 94,773 800,574,840 2,450

昭37年 90β17 12,843 3,299 2,016 108,975 1,077,474,560 2,823

昭38年 96,728 16,696 4,120 3,020 120,564 1,338,064,040 3,268

注 函館公共職業安定所 「業務統計年報」 より。

そ の もの も急激に増加 して,昭 和31年 には約2億8000万 円程度にす ぎなか ウ

た ものが,昭 和38年 には13億 を こえ る状態にな ってい る。 この よ うに激増 し

た原 因は,90日 分支給を うけ る季節移動労 務者 の延人員が昭和31年33,096人.

か ら昭和38年 には96,728人 と約3倍 近 くに ふ くれ 上 った ことに あ るといえ

る。従 って他 の道 内職業安定所 と比較 して も,函 館管 内は移動労 働者 の朱業

保険給付において 占める比 重は著 し く高い。例 えば失業 保険において90日 分

受給 者実人員 の教 は昭和38年 度函館職業安定所 内では105,909名 で札幌管 内
(6)

の105,372名 よ りも若干上廻 る程度であ る。函 館管 内の90日 受給者が失業 保

険 として年 間い くら支給 されたか の正確 な統計資料は入手 出来 ないが,概 算
ニ くの

すれば大体10億 ～14億 円程 度であ ろ う。90目 分 受給者 のすべてが移動労 働者

(6)北 海道 労働 部失 業保険 課編 「昭和38年 版失業保 険業務 の概況 」58頁 。

(7)概 算 の内容は次 の如 くであ る。昭 和38年 度北 海道全体 として一 般失 業保険 金

として給付 され た額 は13,702百 万 円で あ る。 そ の うち90日 分 受給者 はその うち の

約77%を 受 け取 った と見 て よい。従 って道全体 と して90日 分 受給 老は 約100億 円

を給 付 され た と見 ることが出来 る。 函館管内 の90日 分 受給者延人 員は昭和38年 度

で105,909人 で あ り,道 全体765,006人 の約13,7%に な る。 従 って100億 円の13.7

%す なわち13億7000万 円が,函 館管 内 の90日 分受給 者 の給付保険 金額 とい うこと

が出来 よ う。上 掲書58頁 。
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で はないか ら,こ の10億 ～14億 円のす べてが移動労 働者 に行 った訳で はない

が,こ の額の90%程 度 は移動労 働者 に 行 った と見て 差 支えないで あ ろ う◎

とすれば約9億 円か ら12.5億 円程度 と見 るこ とが出来 るで あろ う。昭和37年

龍 おけ る渡 島地方 の コ ソブの漁獲高 は3,574ト ソで10億8000万 円の売 上げで

あったか ら,ほ ぼ同地方一年間 の コ ソブの漁獲高 に匹敵す る程度 の失業保険

:が函館管 内の移動労 働者に対 して支払われ てい る と見て差 支えない。

4.以 上 の 要 約

以上述べた ことを要約す ると次 の如 くであ る。

α)人 口構成 。 渡 島地 方全 体 と して見て,全 国 の傾向 と同 じよ うに人 口構

成 は戦前 に比 し,ま た最近数年間を とってみ て も,老 齢化 の現象 は明 らか

に観取 出来 る。 しか し特徴的 な ことは,概 して この地 方 の農村は若年層壮

層(20才 ～39才)の 比重 は戦前 に比 して高 くなってお り,健 全な人口構成

を 示 してい るのに対 し,漁 村 の方は若年層壮年 層 の比 重が戦後可成 りの減

少 を示 してい ることで あ る。 これ はや は り申す迄 もな く,漁 村地帯 の疲弊

に伴 う労 働力の流 出の結果 であろ う。 しか し渡島地方,農 村地帯 で まだ20

～39才 人 口の比 重が高 い とい うことは,全 国的 な傾 向 とは逆行す るもので

あ り,条 件 さえ揃 えば,渡 島地方の農村 地帯か らも将来多量 の労 働力流 出

が見 られ るので はないか と考 え る。

β)新 規学卒労 働力 の流 出。 新規学卒労 働力 の道外流 出が著 し くな って来

た のは,昭 和36年 頃か らで あ る。昭和36年6月 の調 査では,大 凡学卒就職

者 の当は地元就職,%は 道外流 出,残 りが道 内 他市他支庁 流 出 とい う割合

で ある。中学卒業生 の うち道外就職 を した のは多 くは女子(565名 中336名)

で あ り,高 校卒業生 では男子が圧倒 的であ る(昭 和38年415名 中355名)。

特に道 外就職が多 いのは市部 ではな く郡 部の卒業生であ り,例 えぽ昭和39

年 中学卒就職者 の郡部 出身者1,689名 の半分 以上 は道外就職であ る。

7)移 動労 働者。函館職安管 内の移動労 働者総数は昭和32年10,485人 か ら昭
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和38年 に は23,892人 と2.3倍 の増加 を示 してい るが,こ の増加 は専 ら建設

業 に おけ る需要 に よる ものであ り,他 の産業 部門では停滞又 は減 少 してい

る。全道的にみて も移動労 働者数 は著 しく増加 してい るが,全 道 の場合 は,

漁業を除 き どの産業 部門で も増 加 してお り,そ の点渡島地方 は対照的であ

る。 また建設業 部門においては管外へ の出稼 ぎが年 々増加 し,昭 和32年 に

は927名 にす ぎなか った ものが,昭 和38年 に は7,538名 と8倍 以上 に増加 し

てい ることも特徴で あろ う。函館管内におけ る建設業 以外の産業 におけ る

移 動労 働者が停滞乃至減少 しつつあ る ことの一つ の理由は,女 子労 働力の

道 外流 出に求めねば な らぬ と思われ る。 また建設業 におけ る雇用増大 は,

勿論道 内建設業 ブームに伴 う高賃金が原因であ るが,同 地 方の漁業 におけ

る最近 の不況 も原因であ る。

以上 の よ うに渡島地方 の労 働力 は,今 や二つの互に相反す る方向にあ るi嵐

力な磁 石に よって吸 引 されつつあ る。 新規学 卒労 働力は道外 に,移 動労 働者

は道央 を始 め とす る北海道全土に吸収 され てい る。前者 は吸 引 された まま再

び帰 って来 る見込 みはな く,後 者 は毎春 冬期に往還 の循環運動 を繰 り返 して

い る。前者 を規定 してい るのは関東地方を中心 とす る大手製 造業 メーカ ーの

労 働力需要 であ り,後 者 は北海道内におけ る建設業 ブームであ る。道外大手

メーカ ーの道 内企業に対す る賃金 な らびに労 働諸 条件 におけ る格差が続 き,

そ して漁業生産構造が依然 として零細規模 であ り低生産性 を脱却 しえない限

り,新 規学卒労 働力 の道 外流 出は将来一層増 大す るで あろ うし,需 要側か ら

すれば極 めて有望 な労 働力 の供 給源であ るだろ う。渡 島地方で の本格 的流 出

は漸 く始 まったばか りであ る。勿 論中学卒業生 の数 の減 少,進 学率 の上昇に

伴 って流 出す る絶対量には将来 著 しい増加 はないか も知れぬが,比 率か らす

るな らば著増す るであろ う。移動労働力 の流 動 は,建 設業 ブームが続 くか ぎ

り当分 これか らも継続す ることは明 らか であ るが,若 年労 働力の道 内外へ の

流 出に伴 って次第 に老齢化 の方 向に進むであ ろ うことも明 らか であろ う。た,
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だ 移動労 働力の流動 については将来 もなお新規学卒労 力の場合 よ りも不 安定

な要 因を含 んでい ることは否定 出来ない。特 に労 働力供給 の側はそ うであ っ

て,例 えば 漁獲 の好不況,失 業保険制度 の改正,等 々は移動労働力 の供給 に

つ い て可成 りの変化 を もた らす であろ う。

渡 島地方におけ る労 働力の流動化 は 日本全国に おけ る流 動化現 象 よ りも数

年 お くれ て生 じ始 めたが,最 近 の流動化 のス ピー ドは可成 り著 しい。かか る

流 動化 は戦前 に は見 られなか った と考 え られ る。将来 の道南地方 の産業 構造

を考え,そ の近代化 を促進 しよ うとす る時,人 は最近 始 まったばか りの この

労 働力 の流 動化現象が将来 どの よ うにな るかに先ず注 目すべ きであ ろ う。

(31.Aug.1964)




